
■実施状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜令和８年８月時点＞
	
	令和７年度補正予算
	令和８年度補正予算

	交付限度額
	8億4141万円　　　 
	3473万円　　　 

	うち令和７年度　交付決定額
	3億8500万円（46%）
	―円（―%）

	うち令和８年度　交付決定額
	4億5641万円（54%）
	2700万円（78%）

	残額
	0円（0%）
	773万円（22%）


■主な事業概要　※規模の大きい事業を最大５つ程度記載（詳細は別途実施計画をご覧ください）
	生活者支援

	◆ 物価高騰対策生活者支援事業　　事業費：４億２，０００万円（R7補正を活用）　　※食料品特別加算を活用
　食料品等物価高騰の影響を受けている市民生活の負担を軽減するため、市内店舗で利用可能な商品券（使用期限：令和８年７月まで）を１人当たり５千円分支給。
◆プレミアム付き共通商品券発行事業　　事業費：１億６，３００万円（R7補正を活用）　　※食料品特別加算を活用
　エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている市民や事業者を支援するため、プレミアム付き共通商品券（１口１３，０００円相当の商品券を１０，０００円で販売。プレミアム率３０％）を５万セット発行。事前購入申込・抽選を経て、市民在住・在勤者1人当たり４セットまで購入可能。
◆学校給食費補助金交付事業　　事業費：３億８０６万円（R7補正を活用）　　※食料品特別加算を活用
　物価高騰下における子育て世帯の経済的負担の軽減を図るため、学校給食費を全額補助。
◆運送事業者等支援事業　　事業費：２，７００万円（R8補正を活用）
　原油価格の高騰や資材等の物価高騰による経費の増加を価格に転嫁することが困難な貨物運送事業者を支援することで物流インフラの維持を図る。市内に本社又は主たる事業所を有し、かつ市内を営業の拠点としている貨物運送事業者のうち一般貨物運送事業者は１台当たり５万円、軽貨物運送事業者は１台当たり２万円を補助。



	事業者支援

	◆地方鉄道支援事業　　事業費：７，１９５万円（R7補正を活用）
　大切なインフラである地域公共交通の安全な運行体制の確保と安定的な鉄道事業運営を維持するため、物価高騰の影響により厳しい経営環境にある第三セクター鉄道に対し運行維持に係る費用を支援する。


※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定
令和７年度補正予算・令和８年度補正予算　重点支援地方交付金の活用状況について


栃木県日光市








